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上 場 会 社 名 加 賀 電 子 株 式 会 社 上場取引所(所属部) 東京（ 市 場 第 一 部 )
コ ー ド 番 号 8  1  5  4 大阪（ﾅｽﾀﾞｯｸ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ市場）
本 社 所 在 地 東京都文京区音羽一丁目26番1号
問  合  せ  先 責任者役職名 常務取締役管理本部長

氏        名 藤  田  弘  雄 ＴＥＬ （０３）３９４２－６２１１

決算取締役会開催日 平成１３年５月１４日 中間配当制度の有無 有
定時株主総会開催日 平成１３年６月２８日

1.平成13年3月期の業績（平成12年4月1日～平成13年3月31日）
(1)経 営 成 績 （注）記載金額は、百万円未満を切捨てて表示しております。

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益

平成 1 3 年 3 月 期
平成 1 2 月 3 月 期

百万円 ％
106,269 (37.4)
77,330 (24.6)

百万円 ％
6,133 (117.6)
2,818 (98.9)

百万円 ％
6,635 (89.1)
3,508 (75.1)

当  期  純  利  益 1 株当たり
当期純利益

潜在株式調整後1株
当たり当期純利益

株 主 資 本
当期純利益率

総 資 本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

平成 1 3 年 3 月 期
平成 1 2 月 3 月 期

百万円 ％
2,604 (146.3)
1,057 (271.1)

  円 銭
122 18
50 33

  円 銭
112 58
49 44

％
9.9
4.3

％
13.3
7.5

％
6.2
4.5

（注）①期中平均株式数 平成13年3月期 21,319,857株 平成12年3月期 21,012,169株
②会計処理の方法の変更     無
③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)配 当 状 況
１ 株 当 た り 年 間 配 当 金

中 間 期 末
配当金総額
（ 年 間 ） 配当性向 株主資本

配 当 率

平成 1 3 年 3 月 期
平成 1 2 月 3 月 期

円 銭
25 00
17 50

円 銭
12 50
7 50

円 銭
12 50
10 00

百万円
536
368

％
20.6
34.8

％
1.9
1.5

（注）平成13年3月期期末配当金の内訳 普通配当  7円50銭 特別配当  5円00銭

(3)財 政 状 態

総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本

平成 1 3 年 3 月 期
平成 1 2 月 3 月 期

百万円
55,141
44,887

百万円
27,762
25,092

％
50.3
55.9

円 銭
1,294 10
1,188 92

（注）期末発行済株式数 平成13年3月期 21,452,798株 平成12年3月期 21,104,978株

2.平成14年3月期の業績予想（平成13年4月1日～平成14年3月31日）

１株当たり年間配当金売 上 高 経 常 利 益 当期純利益
中 間 期 末

中 間 期
通 期

百万円
46,000
110,000

百万円
1,600
4,900

百万円
650

2,200

円 銭
12 50
        

円 銭
       
12 50

円 銭
       
25 00

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期） 93円 23銭

（注）　なお、平成13年3月31日基準にて株式の分割（１株を1.1株）を実施しますので、1株当たり予想当期純利
益につきましては、分割後の発行済株式数を使用して算出しております。
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添  付  資  料

 [ 経 営 成 績 ]

１． 当期の概況

（１） 当期の概況

当期におけるわが国の経済環境は、前半期におきましては様々な景気対策の効果や各企業の

努力、および米国経済が堅調に拡大していた影響からゆるやかな回復期にあると思われました

が、後半期に入りますと米国経済の変調、後退が鮮明となり、株式市場の大幅な下落や円安傾

向となり経済の低迷、不況色が一段と濃くなり、より効果的な景気対策が望まれる状況となり

ました。

当社の属するエレクトロニクス業界におきましても、半導体をはじめ各種電子部品の品不足

状況の前半期から、後半期に入りますと一転して供給過剰となり急速に各分野において需給が

変化し、厳しい状況となりました。

かかる環境のなかで当社におきましては、市場動向に注意しつつ顧客ニーズに機敏に対応し、

業容の拡大に努力してまいりました。その結果、売上高 106,269百万円（前期比 37.4％増）、

経常利益 6,635百万円（前期比 89.1％増）となりました。当期純利益につきましては、関係会

社等投資損失引当金繰入額（1,390 百万円）を主とした特別損失（1,951 百万円）を計上しま

したが 2,604百万円（前期比 146.3％増）となり、過去最高の業績となりました。

このような状況から、株主各位の日頃のご支援に応えるべく平成１３年３月３１日を基準と

し株式分割１：１.１を実施することとしました。

（２） 当期の事業別の売上状況

  事業別の売上状況は以下のとおりです。

（単位：百万円）

第 32期
自 平成11年4月  1日
至 平成12年3月 31日

第 33期
自 平成12年4月  1日
至 平成13年3月 31日

期  別

区
事   　　 業 分 金      額 構成比 金     額 構成比

電 子 部 品 事 業
情 報 機 器 事 業

44,559
32,771

57.6％
42.4％

73,769
32,499

69.4％
30.6％

計 77,330 100.0％ 106,269 100.0％

＊ 電子部品事業 … 半導体･一般電子部品･EMS（注）などの開発･製造･販売

＊ 情報機器事業 … パーソナルコンピュータ･周辺機器などの販売

（注）Electronics Manufacturing Serviceの略語。企業の製造部門を独立させ、他社から製

品の開発・生産を受託するサービス（当社では従来加工ユニットとして開示しており

ましたが、当期より EMSとして開示します）。
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（３） 当期の取扱商品別の売上状況

取扱商品別の売上状況は以下のとおりです。

（単位：百万円）

第 32期
自 平成11年4月  1日
至 平成12年3月 31日

第 33期
自 平成12年4月  1日
至 平成13年3月 31日

期  別

区
品  　　名 分 金   額 構成比 金   額 構成比

情 報 機 器
E M S
半 導 体
一 般 電 子 部 品
そ の 他

33,716
13,993
19,449
7,595
2,576

43.6％
18.1％
25.2％
9.8％
3.3％

33,023
18,670
42,362
9,793
2,419

31.1％
17.6％
39.9％
9.2％
2.2％

計 77,330 100.0％ 106,269 100.0％

（４） 当期の利益配分

当期の利益配分につきましては、利益配分に関する基本方針に基づき、当期業績を勘案し、

株主の皆さまのご支援に報いるため５円００銭の増配（特別配当）を実施させていただき、

１株当たり配当２５円００銭（うち中間配当金１２円５０銭）を予定しております。これによ

り、配当性向は２０．６％となります。
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２． 来期の業績見通し

来期におけるわが国経済は、米国経済の景気減速の影響は今期以上に受けるものと思われ、

引き続き景気低迷が続くものと予想されます。

これにともない、設備投資の減少と雇用環境の厳しさは相変わらず続き、加えて個人消費の

低迷もあり、厳しい環境下で推移する見込みであります。

当社の属するエレクトロニクス業界におきましては、上半期は前期後半の厳しい状況が続く

ものと思われますが、下半期は情報機器関連、携帯電話関連および半導体などを中心に需要の

回復が予想されます。

かかる環境のもと、当社におきましては引き続き営業活動の強化を図り、業績向上に努める

所存であります。

単体における来期の業績予想は下表のとおりであります。

（単位：百万円）

売  上  高 経 常 利 益 当 期 純 利 益

金 額
前 期 比

増 減
金 額

前 期 比

増 減
金 額

前 期 比

増 減

110,000 3.5%増 4,900 26.2%減 2,200 15.5%減
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３．財  務  諸  表

（１）比較貸借対照表 （単位：百万円）
第32期

（平成12年3月31日）
第33期

（平成13年3月31日）
比較増減
（△）

期　別
科　目

金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 増減率
（ 資 産 の 部 ） ％ ％ ％

流 動 資 産流 動 資 産流 動 資 産流 動 資 産 34,017 75.8 44,014 79.8 9,997 29.4

現 金 及 び 預 金 4,591 7,013 2,422 52.8

受 取 手 形※3,6 5,764 8,276 2,512 43.6

売 掛 金※3 17,884 22,153 4,269 23.9

有 価 証 券 582 683 101 17.4

自 己 株 式 2 1 △1 △50.0

商 品 2,643 2,531 △112 △4.2

貯 蔵 品 13 15 2 15.4

前 渡 金 124 126 2 1.6

前 払 費 用 84 75 △9 △10.7

繰 延 税 金 資 産 168 385 217 129.2

短 期 貸 付 金 2 18 16 800.0

関係会社短期貸付金 630 950 320 50.8

未 収 収 益 7 1 △6 △85.7

未 収 入 金※2,3 1,665 1,806 141 8.5

そ の 他 5 95 90 1,800.0

貸 倒 引 当 金 △153 △120 33 △21.6

固 定 資 産固 定 資 産固 定 資 産固 定 資 産 10,869 24.2 11,148 20.2 279 2.6

有 形 固 定 資 産有 形 固 定 資 産有 形 固 定 資 産有 形 固 定 資 産 ※8 468 1.0 532 1.0 64 13.7

建 物 173 188 15 8.7

構 築 物 20 19 △1 △5.0

車 輌 運 搬 具 9 16 7 77.8

什 器 備 品 108 149 41 38.0

土 地 155 155 － －

建 設 仮 勘 定 － 2 2 －

無 形 固 定 資 産無 形 固 定 資 産無 形 固 定 資 産無 形 固 定 資 産 246 0.6 231 0.4 △15 △6.1

商 標 権 6 4 △2 △33.3

電 話 加 入 権 27 24 △3 △11.1

ソ フ ト ウ ェ ア 213 202 △11 △5.2
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（単位：百万円）

第32期
（平成12年3月31日）

第33期
（平成13年3月31日）

比較増減
（△）

期　別
科　目

金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 増減率
％ ％ ％

投資その他の資産投資その他の資産投資その他の資産投資その他の資産 10,154 22.6 10,363 18.8 209 2.1

投 資 有 価 証 券※1 3,071 3,263 192 6.3

関 係 会 社 株 式※2 4,480 4,714 234 5.2

出 資 金 591 1,132 541 91.5

長 期 貸 付 金 4 2 △2 △50.0

従業員長期貸付金 15 14 △1 △6.7

関係会社長期貸付金 － 90 90 －

長 期 滞 留 債 権 390 468 78 20.0

繰 延 税 金 資 産 599 1,463 864 144.2

保 険 積 立 金 207 291 84 40.6

ゴ ル フ 会 員 権 647 472 △175 △27.0

差 入 保 証 金 779 780 1 0.1

そ の 他 250 50 △200 △80.0

関係会社等投資損失引当金 △576 △1,966 △1,390 241.3

貸 倒 引 当 金 △306 △416 △110 35.9

資 産 合 計資 産 合 計資 産 合 計資 産 合 計 44,887 100.0 55,141 100.0 10,254 22.8
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（単位：百万円）

第32期
（平成12年3月31日）

第33期
（平成13年3月31日）

比較増減
（△）

期　別
科　目

金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 増減率
（ 負 債 の 部 ） ％ ％ ％

流 動 負 債流 動 負 債流 動 負 債流 動 負 債 16,676 37.2 24,253 44.0 7,577 45.4

支 払 手 形※3,7 2,550 1,817 △733 △28.7

買 掛 金※3 11,730 16,025 4,295 36.6

短 期 借 入 金 － 2,000 2,000 －

関係会社短期借入金 － 500 500 －

未 払 金 155 323 168 108.4

未 払 費 用 607 827 220 36.2

未 払 法 人 税 等 1,494 2,492 998 66.8

前 受 金 75 75 － －

預 り 金 62 102 40 64.5

そ の 他 － 90 90 －

固 定 負 債固 定 負 債固 定 負 債固 定 負 債 3,119 6.9 3,126 5.7 7 0.2

転 換 社 債※2 2,897 2,405 △492 △17.0

退 職 給 付 引 当 金 － 230 230 －

役員退職慰労引当金 207 476 269 130.0

そ の 他 14 15 1 7.1

負 債 合 計負 債 合 計負 債 合 計負 債 合 計 19,795 44.1 27,379 49.7 7,584 38.3

（ 資 本 の 部 ）

資 本 金資 本 金資 本 金資 本 金 ※4 8,193 18.3 8,439 15.3 246 3.0

資 本 準 備 金資 本 準 備 金資 本 準 備 金資 本 準 備 金 9,972 22.2 10,218 18.5 246 2.5

利 益 準 備 金利 益 準 備 金利 益 準 備 金利 益 準 備 金 492 1.1 548 1.0 56 11.4

そ の 他 の 剰 余 金そ の 他 の 剰 余 金そ の 他 の 剰 余 金そ の 他 の 剰 余 金 6,434 14.3 8,453 15.3 2,019 31.4

任 意 積 立 金任 意 積 立 金任 意 積 立 金任 意 積 立 金 5,410 5,910 500 9.2

別 途 積 立 金別 途 積 立 金別 途 積 立 金別 途 積 立 金 5,410 5,910 500 9.2

当 期 未 処 分 利 益当 期 未 処 分 利 益当 期 未 処 分 利 益当 期 未 処 分 利 益 1,024 2,543 1,519 148.3

そ の 他 有 価 証 券そ の 他 有 価 証 券そ の 他 有 価 証 券そ の 他 有 価 証 券
評 価 差 額 金評 価 差 額 金評 価 差 額 金評 価 差 額 金

－ － 101 0.2 101 －

資 本 合 計資 本 合 計資 本 合 計資 本 合 計 25,092 55.9 27,762 50.3 2,670 10.6

負 債負 債負 債負 債 ・ 資 本 合 計・ 資 本 合 計・ 資 本 合 計・ 資 本 合 計 44,887 100.0 55,141 100.0 10,254 22.8
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（２）比較損益計算書 （単位：百万円）
第32期

自 平成11年4月１日
至 平成12年3月31日

第33期
自 平成12年4月１日
至 平成13年3月31日

比較増減
（△）

期　別
科　目

金 額 百分比 金 額 百分比 金 額 増減率

％ ％ ％
Ⅰ. 売 上 高 77,330 100.0 106,269 100.0 28,939 37.4

Ⅱ. 売 上 原 価 69,366 89.7 93,714 88.2 24,348 35.1

商 品 期 首 棚 卸 高 2,193 2,643 450 20.5

当 期 商 品 仕 入 高 69,862 93,706 23,844 34.1

商 品 期 末 棚 卸 高 2,643 2,531 △112 △4.2

他 勘 定 振 替 高 ※2 46 103 57 123.9

売 上 総 利 益 7,963 10.3 12,555 11.8 4,592 57.7

Ⅲ. 販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 ※1,3 5,145 6.7 6,421 6.0 1,276 24.8

営 業 利 益 2,818 3.6 6,133 5.8 3,315 117.6

Ⅳ. 営 業 外 収 益 933 1.2 820 0.7 △113 △12.1

受 取 利 息 ※5 47 23 △24 △51.1

有 価 証 券 利 息 19 17 △2 △10.5

受 取 配 当 金 ※5 186 63 △123 △66.1

為 替 差 益 － 80 80 －

有 価 証 券 売 却 益 364 － △364 △100.0

有価証券評価損戻入益 49 － △49 △100.0

出 資 持 分 損 益 － 555 555 －

雑 収 入 ※5 266 80 △186 △69.9

Ⅴ. 営 業 外 費 用 243 0.3 318 0.3 75 30.9

支 払 利 息 及 び 割 引 料 34 － △34 △100.0

支 払 利 息 － 47 47 －

社 債 利 息 1 2 1 100.0

社 債 発 行 費 償 却 71 － △71 △100.0

有 価 証 券 売 却 損 － 60 60 －

有 価 証 券 評 価 損 － 180 180 －

為 替 差 損 31 － △31 △100.0

雑 損 103 29 △74 △71.8

経 常 利 益 3,508 4.5 6,635 6.2 3,127 89.1
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（単位：百万円）

第32期
自 平成11年4月１日
至 平成12年3月31日

第33期
自 平成12年4月１日
至 平成13年3月31日

比較増減
（△）

期　別
科　目

金 額 百分比 金 額 百分比 金 額 増減率

％ ％ ％

Ⅵ. 特 別 利 益 392 0.5 － － △392 △100.0

投 資 有 価 証 券 売 却 益 392 － △392 △100.0

Ⅶ. 特 別 損 失 1,984 2.6 1,951 1.8 △33 △1.7

固 定 資 産 売 却 損 ※4 4 － △4 △100.0

固 定 資 産 除 却 損 ※5 － 7 7 －

投 資 有 価 証 券 評 価 損 1,048 112 △936 △89.3

関 係 会 社 株 式 評 価 損 － 49 49 －

役員退職慰労引当金繰入額 155 155 － －

商 品 廃 棄 損 200 － △200 △100.0

関 係 会 社 等 投 資
損 失 引 当 金 繰 入 額

576 1,390 814 141.3

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 － 33 33 －

ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損 － 95 95 －

ゴ ル フ 会 員 権 売 却 損 － 106 106 －

税 引 前 当 期 純 利 益 1,916 2.5 4,683 4.4 2,767 144.4

法人税、住民税及び事業税 1,544 2.0 3,233 3.0 1,689 109.4

法 人 税 等 調 整 額 △686 △0.9 △1,154 △1.1 △468 68.2

当 期 純 利 益 1,057 1.4 2,604 2.5 1,547 146.3

前 期 繰 越 利 益 58 233 175 301.7

過 年 度 税 効 果 調 整 額 81 － △81 △100.0

中 間 配 当 額 157 268 111 70.7

中 間 配 当 に 伴 う 利 益
準 備 金 積 立 額

15 26 11 73.3

当 期 未 処 分 利 益 1,024 2,543 1,519 148.3
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（３）比較利益処分案 （単位：百万円）
第32期 第33期期　別

科　目 金　　額 金　　額
比較増減
（△）

Ⅰ. 当 期 未 処 分 利 益 1,024 2,543 1,519

Ⅱ. 利 益 処 分 額

利 益 準 備 金 30 40 10

配 当 金 211 268 57

役 員 賞 与 金 50 120 70

任 意 積 立 金 500 791 1,400 1,828 900

Ⅲ. 次 期 繰 越 利 益 233 715 482

１株当たり配当金の内訳

第32期 第33期

年 間 中 間 期 末 年 間 中 間 期 末

円   銭 円   銭 円   銭 円   銭 円   銭 円   銭

普 通 株 式 17 50 7 50 10 00 25 00 12 50 12 50

（内訳）

普 通 配 当 15 00 7 50 7 50 15 00 7 50 7 50

記 念 配 当 2 50         2 50 5 00 5 00         

特 別 配 当                         5 00         5 00
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重要な会計方針

期　別

項　目

第　　32　　期
自　平成11年４月１日
至　平成12年３月31日

第　　33　　期
自　平成12年４月１日
至　平成13年３月31日

１．有価証券の評価基準及び評価

方法

取引所の相場のある有価証券：

移動平均法による洗替え低価法によって

おります。

売買目的有価証券：

時価法（売却原価は移動平均法により算

定）によっております。

取引所の相場のない有価証券：

移動平均法による原価法によっておりま

す。

子会社株式及び関連会社株式：

移動平均法による原価法によっておりま

す。

その他有価証券：

時価のあるもの

　期末日の市場価格等に基づく時価法（評

価差額は全部資本直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算定）によって

おります。

時価のないもの

　移動平均法による原価法によっており

ます。

２．棚卸資産の評価基準及び評価

方法

個別受注商品及び貯蔵品：

個別法による原価法によっております。

個別受注商品及び貯蔵品：

同　　　　左

その他の商品：

移動平均法による原価法によっておりま

す。

その他の商品：

同　　　　左

３．固定資産の減価償却方法 有形固定資産：

法人税法の規定に基づく定率法によって

おります。

有形固定資産：

定率法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。

建物　　　　10年～47年

什器備品　　2年～20年

無形固定資産：

自社利用のソフトウェアについては、社内

における利用可能期間（５年）に基づく定

額法、それ以外の無形固定資産について

は、法人税法の規定に基づく定額法によっ

ております。

無形固定資産：

定額法を採用しております。なお、主な耐

用年数は自社利用のソフトウェア５年で

あります。

４．繰延資産の処理方法 社債発行費：

支出時に全額費用として処理しておりま

す。

５．外貨建の資産及び負債の本邦

通貨への換算基準

外貨建債権債務は、期末日の直物等為替相

場により円貨に換算し、換算差額は損益とし

て処理しております。
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期　別

項　目

第　　32　　期
自　平成11年４月１日
至　平成12年３月31日

第　　33　　期
自　平成12年４月１日
至　平成13年３月31日

６．引当金の計上基準 貸倒引当金：

債権の貸倒による損失に備えるため法人

税法に規定する繰入限度相当額（法定繰入

率）を計上するほか、取引先の財政状態等

を勘案して個別引当も行っております。

役員退職慰労引当金：

内規に基づく期末要支給額を計上してお

ります。

（会計方針の変更）

役員退職慰労金につきましては、従来支出

時の費用として処理しておりましたが、役

員の在任期間の長期化により、将来におけ

る役員退職慰労金の負担額が重要性を増

してきており、また、近年の役員退職慰労

引当金計上の会計慣行の定着化にも鑑み、

役員の在任期間にわたり費用配分するこ

とによる期間損益の適正化のため、当期よ

り内規に基づく期末要支給額を役員退職

慰労引当金として計上することに変更し

ました。

この変更にともない、当会計期間相当額51

百万円は販売費及び一般管理費に計上し、

過年度相当額779百万円については当期か

ら５年間で均等額を繰入計上することと

し、当会計期間負担額155百万円は特別損

失に計上しております。

この結果、従来の方法と比較して営業利益

および経常利益はそれぞれ51百万円、税引

前当期純利益は207百万円少なく計上され

ております。

関係会社等投資損失引当金：

関係会社等への投資に対し将来発生の見

込まれる損失に備えるため、営業成績不振

の関係会社等の財政状態および経営成績

を勘案して必要額を引当計上しておりま

す。

貸倒引当金：

一般債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については個別

に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を

計上しております。

役員退職慰労引当金：

役員の退職慰労金の支出に備えるため、内

規に基づく期末要支給額を計上しており

ます。

なお、過去勤務債務費用は、５年間にて償

却することとし、特別損失に計上しており

ます。

関係会社等投資損失引当金：

同　　　　左

退職給付引当金：

従業員の退職給付に備えるため、期末日に

おける退職給付債務及び年金資産の見込

額に基づき計上しております。

なお、会計基準変更時差異（249百万円）

については、一括費用処理しております。

数理計算上の差異は、その発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10

年）による定額法により、翌事業年度から

費用処理することとしております。
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期　　別

項　　目

第　　32　　期
自　平成11年４月１日
至　平成12年３月31日

第　　33　　期
自　平成12年４月１日
至　平成13年３月31日

７．リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リース

取引については、通常の賃貸借取引に準じた

会計処理によっております。

同　　　　左

８．ヘッジ会計の方法 ①ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジによっております。なお、為替

予約については振当処理の要件を満たし

ている場合は振当処理を行っております。

②ヘッジ手段とヘッジ対象

　外貨建資産、負債および外貨建予定取引の

為替変動リスクに対するヘッジとして為

替予約取引を行っております。

③ヘッジ方針

　内規に基づき、為替変動リスクのヘッジを

行っております。

④ヘッジ有効性評価の方法

　ヘッジ開始時から有効性判定時点までの

期間において、ヘッジ対象である外貨建資

産、負債および外貨建予定取引とヘッジ手

段である為替予約のキャッシュ・フロー変

動を比較し、両者の変動比率等を基礎にし

て判断しております。

９．その他財務諸表作成のための

重要な事項

適格退職年金制度：

①昭和63年２月より従業員退職金の全部

について適格退職年金制度を採用して

おります。

②平成12年１月31日現在の過去勤務費用

の未償却残高は125百万円であります。

③平成12年１月31日現在の年金資産の合

計額は320百万円であります。

④適格退職年金制度移行に伴う退職給与

引当金超過額は過去勤務費用の償却に

応じて取崩しました。

⑤過去勤務費用は、年30％（定率法）の割

合で償却しております。

消費税等の会計処理：

消費税等の会計処理は税抜処理によって

おります。

消費税等の会計処理：

同　　　　左

表示方法の変更

第　32　期
自　平成11年４月１日
至　平成12年３月31日

第　33　期
自　平成12年４月１日
至　平成13年３月31日

前期まで営業外収益の「雑収入」に含めて表示していた、「出

資持分損益」は、営業外収益の合計額の100分の10を超えるこ

ととなったため、区分掲記することに変更しました。

なお、前期における「出資持分損益」の金額は141百万円であ

ります。
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追加情報

第　32　期
自　平成11年４月１日
至　平成12年３月31日

第　33　期
自　平成12年４月１日
至　平成13年３月31日

（税効果会計）

財務諸表等規則の改正により、当期から税効果会計を適用して

財務諸表を作成しております。これにともない、従来の税効果

会計を適用しない場合と比較し、繰延税金資産767百万円（流

動資産168百万円、固定資産599百万円）が新たに計上されると

ともに、当期純利益は686百万円、当期未処分利益は767百万円

多く計上されております。

（ソフトウェア）

前期まで投資その他の資産の「その他」に計上していたソフト

ウェアについては、「研究開発費及びソフトウェアの会計処理

に関する実務指針」（日本公認会計士協会会計制度委員会報告

書12号　平成11年３月31日）における経過措置の適用により、

従来の会計処理方法を継続して採用しております。ただし同報

告により上記に係るソフトウェアの表示については、投資その

他の資産の「その他」から無形固定資産の「ソフトウェア」に

変更し、減価償却の方法については、社内における利用可能期

間（５年）に基づく定額法によっております。

（退職給付会計）

当事業年度から退職給付に係る会計基準（｢退職給付に係る会

計基準の設定に関する意見書｣(企業会計審議会 平成10年６月

16日)）を適用しております。この結果、従来の方法によった

場合と比較して、退職給付費用が230百万円増加し、経常利益

および税引前当期純利益は同額減少しております。また、企業

年金制度の過去勤務債務等に係る未払金は、退職給付引当金に

含めて表示しております。

（金融商品会計）

当事業年度から金融商品に係る会計基準（｢金融商品に係る会

計基準の設定に関する意見書｣(企業会計審議会 平成11年１月

22日)）を適用し、有価証券、出資金および商品ファンドの評

価方法について変更しております。この結果、従来の方法によ

った場合と比較して、経常利益は8百万円、税引前当期純利益

は453百万円増加しております。また、期首時点で保有する有

価証券の保有目的を検討し、売買目的有価証券およびその他有

価証券に含まれている債券のうち１年内に満期の到来するも

のは流動資産の有価証券として、それら以外は投資有価証券と

して表示しております。その結果、流動資産の有価証券は50

百万円減少し、投資有価証券は50百万円増加しております。

（外貨建取引等会計基準）

当事業年度から改訂後の外貨建取引等会計処理基準（｢外貨建

取引等会計処理基準の改訂に関する意見書｣(企業会計審議会

平成11年10月22日)）を適用しております。この変更による損

益への影響額はありません。
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（貸借対照表関係）

第　　32　　期
（平成12年３月31日現在）

第　　33　　期
（平成13年３月31日現在）

※１．担保資産

担保に供している資産は次のとおりであります。

投資有価証券 3百万円

※１．担保資産

担保に供している資産は次のとおりであります。

投資有価証券 5百万円

※２．主な外貨建資産・負債（外貨額） （円換算額）

未収入金 340 千米ドル 36百万円

未収入金 10,600 千香港ドル 144百万円

関係会社株式 16,800 千米ドル 2,065百万円

関係会社株式 1,300 千英ポンド 326百万円

関係会社株式 13,000 千香港ドル 199百万円

関係会社株式 750 千ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙﾄﾞﾙ 48百万円

関係会社株式 200,000 千ウォン 24百万円

関係会社株式 15,000 千台湾ドル 56百万円

転換社債 37,650 千ｽｲｽﾌﾗﾝ 2,897百万円

※３　関係会社項目

関係会社に対する資産および負債には区分掲記された

もののほか次のものがあります。

流動資産

売掛金 1,766百万円

未収入金 1,122百万円

流動負債

支払手形 192百万円

買掛金 1,648百万円

※３　関係会社項目

関係会社に対する資産および負債には区分掲記された

もののほか次のものがあります。

流動資産

受取手形 1,082百万円

売掛金 1,979百万円

未収入金 850百万円

流動負債

支払手形・買掛金 1,873百万円

※４．授権株式数 33,600,000株 ※４．授権株式数 33,600,000株

ただし、株式の消却が行われた場合には、これに相当

する株式数を減ずる旨定款で定めております。

発行済株式総数 21,104,978株

ただし、株式の消却が行われた場合には、これに相当

する株式数を減ずる旨定款で定めております。

発行済株式総数 21,452,798株

　５．偶発債務

次の関係会社等について、金融機関からの借入および

仕入債務に対し債務保証を行っております。

　５．偶発債務

次の関係会社等について、金融機関からの借入および

仕入債務に対し債務保証を行っております。

保 証 先 金 額 内 容

百万円

TAXAN USA CORPORATION
42

(400千米ドル)
借 入 債 務

TAXAN(EUROPE)LTD. 68 仕 入 債 務

KAGA(KOREA)ELECTRONICS
CO.,LTD

32 借 入 債 務

加賀テック㈱ 730 借 入 債 務

加賀コンポーネント㈱ 4,168
借 入 及 び
仕 入 債 務

加賀マイクロアート㈱ 134
借 入 及 び
仕 入 債 務

共和技研㈱ 555
借 入 及 び
仕 入 債 務

コタキエレクトロニクス㈱ 1,692
借 入 及 び
仕 入 債 務

加賀ソルネット㈱ 210 仕 入 債 務

従業員 130 借 入 債 務

計 7,764 －

保 証 先 金 額 内 容

百万円

TAXAN USA CORPORATION
68

(550千米ドル)
借 入 債 務

TAXAN(EUROPE)LTD. 1 仕 入 債 務

KAGA(KOREA)ELECTRONICS
CO.,LTD

16
(175百万ｳｫﾝ)

借 入 債 務

加賀コンポーネント㈱ 4,165
借 入 及 び
仕 入 債 務

加賀マイクロアート㈱ 6 仕 入 債 務

共和技研㈱ 459
借 入 及 び
仕 入 債 務

コタキエレクトロニクス㈱ 1,248
借 入 及 び
仕 入 債 務

加賀ソルネット㈱ 2 仕 入 債 務

㈱エー・ディーデバイス 2,498 仕 入 債 務

従業員 143 借 入 債 務

計 8,610 －
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第　　32　　期
（平成12年３月31日現在）

第　　33　　期
（平成13年３月31日現在）

※６．期末日満期手形

期末日満期手形の会計処理については、手形交換日を

もって決済処理しております。なお、当期末日が金融

機関の休日であったため、次の期末日満期手形が期末

残高に含まれております。

受取手形 2,282百万円

支払手形 91百万円

　７．発行済株式数の増加の内容

転換社債の転換

発行済株式数 127,717株

発行価格 1,437円

資本組入額 90百万円

　７．発行済株式数の増加の内容

転換社債の転換

発行済株式数 347,820株

発行価格 1,437円

資本組入額 246百万円

※８．有形固定資産の減価償却累計額 489百万円 ※８．有形固定資産の減価償却累計額 454百万円

（損益計算書関係）

第　　32　　期
自　平成11年４月１日
至　平成12年３月31日

第　　33　　期
自　平成12年４月１日
至　平成13年３月31日

※１．研究開発費の総額

一般管理費に含まれる研究開発費 158百万円

※２．他勘定振替高の内訳 ※２．他勘定振替高の内訳

販売促進費 28百万円

什器備品 7百万円

その他 9百万円

　　　　　計 46百万円

販売促進費 51百万円

什器備品 17百万円

その他 34百万円

　　　　　計 103百万円

※３．販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額 ※３．販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額

荷造運賃 404百万円

販売促進費 285百万円

貸倒引当金繰入額 27百万円

役員報酬 258百万円

役員退職慰労引当金繰入額 51百万円

従業員給与・賞与・退職金 2,158百万円

法定福利費 269百万円

事務用消耗品費 421百万円

減価償却費 50百万円

賃借料 467百万円

販売費に属する費用 約75％

一般管理費に属する費用 約25％

荷造運賃 505百万円

販売促進費 578百万円

貸倒引当金繰入額 77百万円

役員報酬 257百万円

役員退職慰労引当金繰入額 112百万円

従業員給与・賞与・退職金 2,754百万円

退職給付費用 438百万円

法定福利費 148百万円

事務用消耗品費 423百万円

減価償却費 83百万円

賃借料 439百万円

販売費に属する費用のおおよその割合 約74％

一般管理費に属する費用のおおよその割合 約26％

※４．固定資産売却損の内訳

建物 0百万円

構築物 0百万円

什器備品 3百万円

　　　　　計 4百万円

※５．固定資産除却損の内訳

建物 0百万円

什器備品 7百万円

その他 0百万円

　　　　　計 7百万円
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第　　32　　期
自　平成11年４月１日
至　平成12年３月31日

第　　33　　期
自　平成12年４月１日
至　平成13年３月31日

※５．関係会社との取引に係るものが区分掲記されたもののほ

か次のとおり含まれております。

受取利息 35百万円

受取配当金 164百万円

雑収入 24百万円

※５．関係会社との取引に係るものが区分掲記されたもののほ

か次のとおり含まれております。

受取利息 15百万円

受取配当金 44百万円

雑収入 40百万円

（リース取引関係）

第　　32　　期
自　平成11年４月１日
至　平成12年３月31日

第　　33　　期
自　平成12年４月１日
至　平成13年３月31日

１．リース物件の所有権が、借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

１．リース物件の所有権が、借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

（１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

（１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

（２）未経過リース料期末残高相当額

１年内 32百万円

１年超 38百万円

　合計 70百万円

（２）未経過リース料期末残高相当額

１年内 30百万円

１年超 43百万円

　合計 74百万円

（３）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

支払リース料 48百万円

減価償却費相当額 42百万円

支払利息相当額 4百万円

（３）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

支払リース料 35百万円

減価償却費相当額 32百万円

支払利息相当額 2百万円

（４）減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

（４）減価償却費相当額の算定方法

同　　　左

（５）利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額

を利息相当額とし、各期への配分方法については利息

法によっております。

（５）利息相当額の算定方法

同　　　左

２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引

未経過リース料

１年内 3百万円

１年超 3百万円

　　合計 7百万円

未経過リース料

１年内 5百万円

１年超 2百万円

　　合計 8百万円

取 得
価 額
相 当 額

減 価 償 却
累 計 額
相 当 額

期 末
残 高
相 当 額

百万円 百万円 百万円

建物 4 4 0

什器備品 153 86 67

合計 157 90 67

取 得
価 額
相 当 額

減 価 償 却
累 計 額
相 当 額

期 末
残 高
相 当 額

百万円 百万円 百万円

什器備品 157 85 71

合計 157 85 71
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産の発生の主な原因別内訳

（単位：百万円）

第32期 第33期

（平成12年3月31日現在） （平成13年3月31日現在）

繰延税金資産

関係会社等投資損失引当金繰入額否認 242 826

未払事業税否認 139 230

投資有価証券評価損否認 228 228

役員退職慰労引当金繰入額否認 87 200

賞与引当金損金算入限度超過額 － 132

その他 70 324

繰延税金資産　小計 767 1,943

評価性引当額 － △21

繰延税金資産　計 767 1,922

繰延税金負債

　その他有価証券評価差額金 － △73

繰延税金負債　計 － △73

繰延税金資産の純額 767 1,848

　（注）第32期のその他には賞与引当金損金算入限度額69百万円が含まれております。

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異原因

（単位：％）

法定実効税率 42.05 42.05

（調整）

交際費等永久に損金に算入されない項目 4.07 2.24

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △0.72 △0.27

住民税均等割 0.49 0.40

外国税額控除 △0.72 △0.24

その他 △0.35 0.21

税効果会計適用後の法人税等の負担率 44.82 44.39

４．役 員 の 異 動

（１） 代表者の異動

該当事項ありません。

（２） その他役員の異動

該当事項ありません。


